
奈良市公告第３３０号 

次のとおり一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の６第１項及び奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第

４３号）第２条の規定により公告する。 

 

令和６年１２月１１日 

奈良市長 仲 川 元 庸     

 

１ 入札物件 

 

（土地 1件） 

物件 

番号 
物件名称 所在 地番 地目 

地積

（㎡） 
予定価格(円) 

土地－１ 
奈良市古市町

市有地 
奈良市古市町 

1503番 1 

1509番 1 

宅地 

宅地 
528.62 26,500,000 

※｢予定価格｣とは最低売却価格であり、この金額以上の入札額を有効とします。 

有効な入札のうち、最高価格である入札者を落札者として決定します。 

 

２ 入札参加資格 

個人・法人を問わず参加できますが、次のいずれかに該当する場合は、参加

資格がないものとします。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４又は奈良市

契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）第３条の規定により、本市にお

いて一般競争入札の参加資格がないと判断される者 

⑵ 暴力団及びその団体の構成員（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。） 

⑶ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律

第１４７号）第５条に規定する観察処分を受けた団体（以下「規制団体」と

いう。） 

⑷ 市町村税を滞納している者 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続

開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。ただし、同法に基

づく更生手続開始の決定を受けた者であっても更生計画が認可された者に

ついては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなか

った者とみなします。 



⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続

開始の申立をしている者又は申立てがなされている者。ただし、同法に基づ

く再生手続開始の決定を受けた者であっても再生計画が認可された者につ

いては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかっ

た者とみなします。 

⑺ 奈良市建設工事等入札参加者入札参加停止措置要領（平成１５年１月６

日制定）又は奈良市物品購入等の契約に係る入札参加停止措置要領（平成８

年４月１日制定）に基づく入札参加停止を受けている者 

⑻ その他市長がこの入札に参加することを不適切と認める者 

 

３ 入札参加申込 

⑴ 申し込みに必要な書類(様式は奈良市ホームページからダウンロードで

きます。) 

下記①から⑤の書類を全て提出してください。③と④については該当す

る書類をそれぞれ提出してください。 

① 一般競争入札参加申込書（様式１） 

② 宣誓書兼個人情報の取扱いに関する同意書（様式２） 

③◆申込者が個人である場合、下記の全ての書類 

  ア 印鑑証明書の原本１通 

イ 住民票写しの原本１通 

   ◆申込者が法人である場合、下記の全ての書類 

ア 印鑑証明書の原本１通 

イ 現在事項全部証明書の原本１通 

  ④◆申込者が奈良市内の者である場合(奈良市市民税課で証明) 

    (奈良市外の事業者で市内に支店・営業所を有する者を含む。) 

直近２年分の市県民税(法人にあっては法人市民税)及び固定資産税の

納税証明書 

   ◆申込者が奈良市外の者である場合(国税納税地を管轄する税務署で証

明) 

    納税証明書(その３、その３の２又はその３の３) 

  ⑤ 返信用封筒（角２封筒） 

入札関係書類を返信しますので、返信先の郵便番号、住所、氏名をあら

かじめ記入してください。 

※提出書類は一切返却しません。 

※①・⑤以外の書類については、共同入札の場合は共有者全員分の提出が必

要です。 



※③・④については、発行後３ヶ月以内のものに限ります。 

※公的書類については、コピーしたものは受け付けません。 

⑵ 申込方法 

持参又は郵送 

⑶ 申込受付期間 

   令和６年１２月１１日（水）から令和７年１月２０日（月）まで 

   ◆持参の場合は、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除

く。）に提出してください。ただし、奈良市の休日を定める条例（平成元

年奈良市条例第３号）第１条に規定する市の休日を除く。 

◆郵送の場合は、令和７年１月２０日（月）必着です。 

⑷ 提出場所・郵送での送り先 

〒６３０－８５８０ 奈良市二条大路南一丁目１番１号  

奈良市役所 総務部 資産管理課（市役所北棟５階） 

⑸ 留意事項 

 ① 売買契約の名義人（買受人）及び所有権移転登記の登記権利者は、入札

参加申込書に記載された者に限られます。(共有の場合も含む。) 

② 申込受付後、入札までに２に規定する入札参加資格を有しないことが

判明した場合は、入札参加申込の受付を取り消します。 

③ 次のいずれかに該当する申し込みは受付できませんので、ご注意くだ

さい。 

ア 申込受付期間を過ぎてから本市に到達したもの 

イ 提出書類に不足があるもの、記載に不備があるもの又は記載が不明

瞭なもの 

 

４ 入札等に係る質疑 

この入札に関して質疑がある場合は、電子メールにより指定の様式で提出

してください。 

⑴ 質疑の受付 

 ① 受付期間  

令和６年１２月１１日（水）から令和６年１２月２０日（金）午後５時

までに受信したもの。 

  ② 提出先  

奈良市役所 総務部 資産管理課  

TEL  ０７４２-３４-４７２４ 

E-Mail  shisankanri@city.nara.lg.jp 

 



⑵ 質疑書様式  

質疑書（様式３） 

⑶ 質疑への回答 

質疑受付期間中に受け付けた質疑に対する回答は、令和６年１２月２６

日(木)に奈良市ホームページに掲載します。質疑者に対して個別の回答は

行いません。   

 

５ 入札参加許可 

⑴ 入札参加の資格審査 

３⑴で提出していただいた書類により審査を行います。なお、次のような

申し込みはすべて無効となります。 

  ① 入札参加申込書、宣誓書に虚偽の記載があったとき 

  ② 申込資格や指示事項等に違反したとき 

⑵ 入札参加決定者に送付する書類 

  令和７年１月２１日（火）以降、順次発送致します。 

  ① 入札参加許可書 

② 入札書（様式４） 

③ 郵便入札用封筒 

※審査の結果、入札に参加していただけない場合は入札参加申込不許可通

知書を送付します。 

※入札参加許可書発行後、２に規定する入札参加資格を有しないことが判

明した場合は、入札参加許可を取り消します。 

 

６ 入札保証金納付 

入札保証金は、下記⑵の指定口座に令和７年２月４日（火）までに振込みに

より納付してください。本市で入金確認を行うため、余裕をもって納付手続き

を行ってください。 

⑴ 入札保証金 

 ① 金額  

入札金額の１００分の１０以上（１円未満の端数は、切り上げるものと

する。）とします。 

② 納付方法 

奈良市が指定した金融機関に口座振込により期限までに納付してくだ

さい。なお、入札保証金納付に要する経費(振込手数料等)は、入札参加者

で負担してください。 

 



③ 納付期限 

令和７年２月４日（火）までに奈良市の指定口座に着金するように振込

を行ってください。 

④ 落札者以外の者が納付した入札保証金は、開札後返還します。なお、入

札保証金には利息を付しません。 

⑤ 落札者が正当な理由なく本市が指定する期限までに売買契約書により

仮契約を締結しないとき、落札はその効力を失い、既納の入札保証金は、

本市に帰属するものとします。 

 ⑵ 指定口座 

南都銀行 奈良市役所出張所 店番０２５  普通口座２０２８２０９   

口座名義 奈良市会計管理者 (ナラシカイケイカンリシヤ) 

 

７ 入札方法及び注意事項 

⑴ 入札方法は郵便入札の方式で行います。 

① 入札書 

指定の入札書（様式４）を使用し、５⑵の入札参加許可書と一緒に送付

する郵便入札用封筒に封入してください。 

郵便入札用封筒裏面の差出人欄には必ず必要事項を記入してください。 

② 入札書の提出方法 

一般書留又は簡易書留にて送付してください。 

これ以外の方法により入札書を提出した場合は入札無効となりますの

でご注意ください。なお、郵送に要する費用は入札参加者の負担としま

す。 

  ③ 入札書の到達期限  

令和７年２月５日（水）必着  ※持参での提出は認めません。 

※この必着期限を過ぎたものは受理しません。 

※郵便事故等により書類が提出先に到達しなかったことに対する異議を

申し立てることはできません。 

④ 開札日 

    令和７年２月６日（木） 午後２時００分 ～ 午後２時１０分 

  ⑤ 入札場所 

    奈良市役所 中央棟３階 入札室 

⑥ 郵便提出先 

   〒６３０-８５８０ 

奈良市二条大路南一丁目１番１号  

奈良市役所 総務部 資産管理課 



⑵ 入札の無効 

① 入札に参加する資格のない者のした入札  

② 入札書に署名又は記名押印のない入札  

③ 入札金額その他重要事項の記載が不明確な入札  

④ 同一の入札参加者が２通以上の入札書を提出した入札  

⑤ 入札金額を訂正した入札  

⑥ 入札書に件名のない、又は間違いのある入札  

⑦ 入札書の日付が入札参加資格を認めた日から開札日までの間の日付で

ない入札  

⑧ 郵便入札によらない入札書 

⑨ 期限までに到達しなかった入札書 

⑩ その他市長の定める入札条件に違反した入札  

⑶ 開札の立会い  

開札立会人は、入札参加者の中から１人を選任します。 

開札立会人に選任された者には、開札立会依頼書を送付しますので、入札

日当日に入札室まで持参してください。開札立会人が代理による立会いを

行おうとする場合には、開札立会依頼書と同封している委任状を持参して

ください。 

⑷ 落札者の決定方法に関する事項 

予定価格以上で、かつ、最高価格をもって有効な入札を行った者を落札者

と決定します。落札者となるべき同価格の入札者が２者以上ある場合は、開

札後に行うくじ引きにより落札者を決定します。 

⑸ 入札結果の公表 

落札者があるときは、落札者名及び落札金額を奈良市ホームページに掲

載します。 

 

８ 売買契約の締結 

⑴ 契約保証金 

① 契約保証金は、落札価格の１００分の１０以上（１円未満の端数は、切

り上げるものとする。）とします。 

② 落札者の納付した入札保証金を依頼書に基づき、全額契約保証金に充

当します。 

③ 買受人の責めに帰すべき事由により本市が売買契約を解除したときは、

既納の契約保証金は市に帰属するものとします。 

⑵ 売買契約の締結 

① 令和７年２月１３日（木）までに、売買契約書により契約を締結するも



のとします。 

② 入札参加申込書に記載された者が契約当事者となります。 

③ 落札者が２に規定する入札参加資格を有しないことが判明したときは、

本市は、契約を締結しないものとします。 

④ 落札者は落札物件の所有権移転登記前に落札物件にかかる一切の権利

義務を第三者に移転することは出来ません。 

⑤ 落札者が共同で入札に参加した場合は、必ず共同入札者全員を当事者

として契約を締結して下さい。 

⑶ 売買代金の支払い 

① 納付方法 

本市が発行する売買代金残額の納入通知書により納付してください。 

② 納付期限 

令和７年２月下旬 予定（決定次第、落札者に通知します。） 

 

９ 所有権移転登記等 

⑴ 所有権移転時期 

本契約後、買受人が売買代金全額の支払いを完了し、本市がこれを受領し

たときに、買受人に移転するものとします。 

⑵ 引き渡し 

所有権移転と同時に現況有姿で引き渡しがあったものとし、現地での引

き渡しは行わないものとします。 

⑶ 登記 

本市が売買代金全額の受領を確認した後、所有権移転登記を本市が嘱託

により行います。 

  ⑷ 引き渡し後の留意事項 

建物を建てるなど土地を利用するときは、必要に応じて地盤や地質の調

査を十分行い、地盤改良など適切な処置を行ってください。なお、これらの

調査・工事に必要な費用は、購入された方の負担となります。 

 

１０ その他 

 上記に定めのないものは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及び地方

自治法施行令並びに奈良市契約規則等によるものとします。 

 

以上 


